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今回の予算案では、これまで引き上げを凍結してきた

公的医療保険「メディケア」の税率を2年以内に引き上

げるほか、巨額の利益をあげる大手銀行には7月から

特別税を課す政策などが打ち出されました。豪州は今

回の予算案を通じ、幅広い税収源を確保することになり

ます。

歳出面では今後10年間で総額750億豪ドルを拠出し、

各州の道路や鉄道の建設を進める大型インフラ投資計

画を打ち出しています。インフラの整備においては民間

資金を積極的に活用し、歳出額の伸びを今後4年で年

平均2％未満に抑制していく見込みです。

4年以内の黒字化を見込む

資源価格の影響は限定的

幅広い税収源を確保
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政府は今回の予算案の策定にあたって、前提条件とな

る鉄鉱石や石炭などの資源価格がどのように変動する

かによる影響を考慮し、今後の税収に与えるインパクト

を試算しています。

保守的に見積もって2017年度に資源価格が下落したと

しても、税収全体への影響は限定的であることが見込

まれています。

豪州のターンブル政権は6月9日、2017年度（2017年7月

～18年6月）の予算案を公表しました。従来の財政健全

化路線が維持され、20年度に74億豪ドルの黒字化（対

GDP比0.4%）を目指す計画が示されました。

政府予測によると、実質GDP成長率は17年度に2.75％を

記録した後、18年度から20年度まで3％成長が継続し、

豪州の潜在成長率に向けて景気が持ち直すとされてい

ます。現在、旅行サービスなどの非資源セクターのGDP

が堅調に推移し、国内の雇用創出にも貢献しています。

今後もこの傾向が持続することが見込まれています。

豪州の財政収支

17/18年度予算案の注目ポイント

※豪州の会計年度は7⽉〜翌年の6⽉。
※2015年度は実績、2016年度以降は予測。

※(+)は歳⼊増/歳出増、(-)は歳⼊減/歳出減を⽰す。

出所：豪州財務省のデータをもとに⼤和住銀投信投資顧問作成

【歳⼊額】4,335億豪ドル
「メディケア」税率の引き上げ(+)
⼤⼿銀⾏税の導⼊(+)
初回住宅購⼊者の住宅購⼊⽀援(-)

【歳出額】4,597億豪ドル
インフラ投資計画(+)
雇⽤促進策(+)
教育環境の改善(+)
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